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することができる．k, gは非負の定数であり，k + g < 1を満たす．この生産
関数は，労働力と民間資本の投入量について収穫一定となっている．Ggt は社会












Yt = Ct + Ikt + I
g
t + Mt (1.2)





Kt+1 = Ikt + (1   k)Kt (1.3)











化したモデルである．その詳細は 3章と 4章で述べるが，社会資本投資 Igt を増や
すことにより，将来の社会資本ストックが増える点については，式 (1.4)と同じ
である．また，マルコフ・ビンテージモデルにおいては，長寿命化投資 Mtを増














以上のモデルが持つ重要な特徴は，時刻 tにおける投資 Ikt ; Igt ;Mt を増やすと，








































は各時刻における個人（一人当たり）の厚生を表す関数であり，u0 > 0, u00 < 0






































刻 tの財 1単位の価値を，社会厚生関数W0を用いて評価する．時刻 tの財 1単位
10
1.4 本研究が採用する基本的な分析枠組み
を消費 Ct の増加に使うとき，社会厚生W0は @W0=@Ct = tu0(Ct=Nt)だけ増加す
る．この値は時刻 tの財 1単位の価値を表している．このように，その財が社会
厚生W0をどれだけ改善できるか，という観点から財の価値を評価するとき，時
















と定義する．割引率 t を用いると，時刻 tの財の価値に対する時刻 t + 1の相対
的な価値は 1=(1 + t)となるから，これは自然な定義となっている．
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ここで，E0は時刻 t = 0の情報を用いて期待値を取ることを表す記号である．uは各
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無限遠の過去から無限遠の将来に続く離散時間軸  1;    ; t;    ;1を考える．t
期におけるタイプ x (x = l; e; i)の若年期と老年期の人口をそれぞれ，Nxyt ，Nxot で
表す．fNlyt ;Neyt ;Niyt g1t= 1は外生的に与えられる．全ての家計は確実に 2期間生存



























Yt = Ct + Ikt + I
g
t (2.4)
が成立する．ここで，Ctは t期における消費を，Ikt は t期における民間投資を，Igt
は t期における社会資本投資を表す．Ctは個々の家計の消費の総和であり，















が成立する．ここで，cxyt ，cxot (x = l; i; e)はそれぞれ，t期におけるタイプ xの若
年期の家計の消費と，老年期の家計の消費を表す．民間資本と社会資本は 1期間
で全て減耗するため，t+1期の資本ストック Kt+1,Gt+1は，t期における投資 Ikt ; Igt
に一致する．



































の消費を表す．定数  (0 <  < 1)は家計の効用の割引因子である．
式 (2.8)の効用関数を基に，政府の目的関数となる社会厚生関数を，ベンサム




t ) +  ln(c
xo
t+1) (x = l; e; i) (2.9)
と表現する．地域外の消費活動 fceot ; ciyt g1t= 1は外生的に与えられ，この地域の経


























t[Nlyt fln(clyt ) +  ln(clot+1)g + Neyt fln(ceyt ) +  ln(ceot+1)g
+Niyt fln(ciyt ) +  ln(ciot+1)g]


























































































































ttKt+1 = 0 (2.14-e)
lim
t!1 






































































































と書き換える．ここに，ttは，t期の財 1単位の shadow priceを表す．よって，

































































この式は，若年期の人口も総人口と同様に 1=n   1の割合で減少することを意味

















































式 (2.17-a), (2.23-a), (2.23-b)より，t期の最適消費Ct は，
Ct = (1   sk   sg)Yt




(1   sk   sg)Ggt+1Kkt+1L1 kt+1




























式 (2.20)で定式化した人口構成の変化パターンより，Nt=Nt+1 = 1=nが成立するの
で，式 (2.26)は，
sk = kn (2.27)
と整理できる．同様に，sgに関して
sg = gn (2.28)
が成立する．以上より，t期の最適な消費・投資は，
























0期の計画は，Case a-1のモデルにおいて n = 1とした場合に該当する．よって，
この計画の下での 0期の消費C0 と投資 K1 ;G1 は，















と表される．Case a-1とCase a-2の各ケースにおける 0期の最適消費・投資パター
ンC0;K1 ;G1とC0 ;K1 ;G1 を比較すると，総人口の不変想定の下に計画が作られ


































が成立する．以上の導出過程において，式 (2.21)より，L1=L0 = nが成立するこ
とを用いていることを断っておく．また，総人口の不変想定の下に計画が作られ
る場合 (Case a-2)の，0期の社会的割引率を r0 とすると，この値は，n = 1のと
きの r0の値に等しいので，






































































t = 1 (2.33)














Niot = 1   t 1(1 + )Nly0 (2.35-b)





ことを断っておく．式 (2.33)で示した人口動態の仮定より，Nt=Nt+1 = 1が成立す
るため，式 (2.26)は，
sk = k (2.36)
と整理できる．同様に，sgに関して
sg = g (2.37)
が成立する．以上より，t期の最適な消費・投資は，



















2.5.4 Myopicモデルの下での消費・投資 (Case b-2)
実際の人口動態が式 (2.33), (2.34)により表されるにもかかわらず，現在の人口
構成が将来も維持されるという想定の下に政府が計画を作る場合を考える．政府
により策定される 0期の計画は，Case b-1のモデルにおいて  = 1とした場合に
該当する．よって，この計画の下での 0期の消費C0 と投資 K1 ;G1 は，















と表される．Case b-1と Case b-2の各ケースにおける 0期の最適消費・投資パ









果は，Case b-1において用いられる 0期の社会的割引率が，Case b-2において用
いられる 0期の社会的割引率よりも低いことを意味する．以下では，実際にその
ような社会的割引率の大小関係が成立することを確認する．まず，正確な人口構





















が成立する．以上の導出過程において，式 (2.34)より，L1=L0 = が成立すること
を用いていることを断っておく．また，高齢化率の不変想定の下に計画が作られ
る場合 (Case b-2)における 0期の社会的割引率を r0 とすると，この値は， = 1
のときの r0の値に等しいので，
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s = 1; 2;    ; s¯を用いて表現する．投資・更新直後の個別社会資本の劣化ビンテー




テージ s + 1に移行する推移確率を sで表す．理論的分析の見通しをよくするた




離散的時間軸 t = 0; 1;    を考える．また，初期時点 t = 0における劣化ビンテー
ジ別の社会資本ストックの分布状態 fgsgs¯ 1s=1 が，図–3.1のように与えられたとす
る．長寿命化投資を実施したケース Aと，実施しなかったケース Bを考え，それ































本ストックの蓄積過程を導入したモデルを定式化する．現在時刻を始点 t = 0と


















Lt = L¯ (3.2)
生産された財は，消費・民間投資・社会資本の新規投資と更新・社会資本の長寿
命化投資に使用される．この関係を次の式で表現する．
Yt = Ct + Ikt + I
g











ストックを，劣化ビンテージに応じて s¯種類に分類し，ラベル s = 1; 2;    ; s¯を用































化ビンテージが s¯の社会資本ストックの推移過程は定式化しない．ここで，s (1 
s < s¯)は，劣化ビンテージ sの社会資本ストックのうち，単位期間内に劣化ビン
テージが s + 1に移行するストックの割合を表す関数であり，0  s(Mt=Gt)  1,




持管理費シェア mt = Mt=Gt の関数となっている．このことは，長寿命化投資額
が全ての社会資本に均等に配分されることを意味している．式 (3.6)の遷移式は，
個々の社会資本の劣化過程が単純マルコフ連鎖に従うことを意味している．劣化







































1  ; ( , 1)P1
t=0 
tNt ln[Ct=Nt]; ( = 1)
(3.8)
を定義する．ここで，Ntは t期における総人口，Ct=Ntは人口 1人当たりの消費






















Yt = Ct + Ikt + I
g
t + Mt (3.9-c)














































1 k  Ct   Ikt   Igt   Mtg










































ここで，t, kt , t, g;st (1  s  s¯)はラグランジュ乗数である．このラグランジュ
























































































1 k + kt+1(1   k) (3.11-f)

g;s
















(1  s  s¯   2) (3.11-g)

g;s¯ 1












ラグランジュ乗数 t は t 期の財 1単位の価値を，t は t 期の社会資本ストッ
ク 1単位が t 期に生み出す便益を，kt は t 期期末の民間資本ストック 1単位の
価値を，g;st は t期期末の劣化ビンテージ sの社会資本ストック 1単位の価値を









が t期に生み出す価値 tは，生産力効果により t期の財の生産量を増やす限界便
益（右辺第 1項）から，長寿命化投資に対する支出が増加する限界費用の増加分
（右辺第 2項と第 3項）を差し引いたものであることを表す．式 (3.11-f)は，t期
期末の民間資本ストック 1単位の価値 kt を再帰的に表している．式 (3.11-f)より，
kt は，民間資本ストックが t + 1期の生産活動に貢献する便益（右辺第 1項）と，
t+ 1期末に残存する民間資本ストックの価値（右辺第 2項）の和として表される．
t + 1期末に残存するストックの価値は，式 (3.11-f)を再帰的に用いて，民間資本




会資本ストック 1単位の価値 g;st を再帰的に表している．式 (3.11-g)，(3.11-h)よ
り，g;st は，劣化ビンテージ sの社会資本ストックが t + 1期に生み出す便益（右
辺第 1項）と，t + 1期末に劣化ビンテージ sのまま残存する社会資本ストックの
価値（右辺第 2項）と，t + 1期末に劣化ビンテージ s + 1となる社会資本ストッ
クの価値（右辺第 3項）の和として表される．ただし，劣化ビンテージが s¯   1
の社会資本ストックについては，劣化ビンテージ s¯に移行した場合，価値が 0に
なるため，式 (3.11-g)とは異なり，式 (3.11-h)には右辺第 3項が存在しない．式




式 (3.11-b)は，民間投資額の最適性に関する条件を表す．民間投資 Ikt を限界的
に 1単位増やすと，t期末の資本ストックが 1単位増えることにより，kt の限界
64
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便益が発生する．一方，民間投資 Ikt を限界的に 1単位増やすためには，財 1単位
を民間投資に使う必要があるため，tの限界費用が発生する．式 (3.11-b)は，民
間投資額が社会的に最適な水準にあるためには，この限界便益と限界費用が一致
する必要があることを表している．また，式 (3.11-b)は，kt =t = 1と書き換えて






用（時刻 tの消費財の価値を基準）は常に 1となる．よって，kt =t = 1が民間投
資水準の最適化条件となる．式 (3.11-c)は，社会資本投資額の最適性に関する条
件を表しており，式 (3.11-b)と全く同様に解釈できる．式 (3.11-c)は，g;1t =t = 1
と書き換えられる．g;st =tは，時刻 tの劣化ビンテージ sの社会資本ストックの
トービンの qを表している．t期における社会資本投資の限界的価値 g;1t は，劣
化ビンテージ 1の社会資本ストックが将来に生み出す便益の割引現在価値の総和
となる．社会資本投資額の最適化条件は，劣化ビンテージ 1の社会資本ストック
























! 0BBBBB@g;s¯ 1tt   0
1CCCCCA (3.12)
を得る．ここで， gst =Gt0sは，長寿命化投資 Mtを限界的に 1単位増やすことに
よって，時刻 tから t+ 1の間に劣化ビンテージ sから s+ 1に移行する社会資本ス
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トックをどれだけ減らせるかを表している．g;st =tは，時刻 tの劣化ビンテージ s
の社会資本ストックのトービンの qを表している．したがって，g;st =t  g;s+1t =t
は，1単位の社会資本ストックが劣化ビンテージ sから s + 1に移行することに
よって発生する，社会資本価値の低下額を表している．また，g;s¯ 1t =t   0は，劣











h)，(3.9-b)–(3.9-g)において，Yt = Y, Ct = C, Mt = M, Igt = Ig, Ikt = Ik,
t = 
, kt = k, 
g;s
t = 
g;s;, Gt = G, gst = gs, Kt = K が成立するような
状態として定義できる．このとき，定常状態における経済の状態を表す変数値
(Y;C; Ik; Ig;M;G; gs;K)は，公平性パラメータ の値に依存しないことを






















準を表すパラメータ sを用いて s(m : s)と表そう．長寿命化技術が向上すれば
パラメータ sの値が大きくなると考え，
@s(m : s)=@s  0 (3.13-a)









ンテージ数を s¯ = 2に設定する．すなわち，劣化ビンテージは「健全である」と
「使用限界にある」の 2種類のみであると考える．この場合，使用限界にある社
会資本は直ちに除却されるため，G = g1が成立する．式 (3.11-b)–(3.11-h)より，
定常状態において，
1 = kGgKk 1L¯1 k + (1   k) (3.14-a)
1 = gGg 1Kk L¯1 k + 1;m(m; 1)m + (1   1(m; 1)) (3.14-b)
1 =  1;m(m; 1) (3.14-c)
が成立する．式 (3.14-a)–(3.14-c)を K;G;m; 1について全微分して整理すると，
以下の式が導かれる．
dm =   1;m
1;mm
d1 > 0 (3.15-a)
dG =   1   k
1   k   g
1;
gGg 2Kk L¯1 k
d1 > 0 (3.15-b)
dK =   1
1   k   g
1;
Gg 1Kk 1L¯1 k
d1 > 0 (3.15-c)
ただし，1;m = @1=@m, 1;mm = @21=@m2, 1;m = @21=@m@である．この結
果より，長寿命化投資の効率化により，定常状態における社会資本の維持管理費
シェア，社会資本ストック，民間資本ストックが増加することが確認できる．次
に，式 (3.9-d)より，Ik = kKが成立することから，
dIk = kdK =   k1   k   g
1;
Gg 1Kk 1L¯1 k




を増加させる．また，式 (3.9-g)より，Ig = 1(m; 1)Gが成立することから，







G   1   k
















G   m 1   k




d1 > 0 (3.18)
が導かれる．すなわち，長寿命化投資の効率化は，定常状態における長寿命化投
資を増加させる．なお，式 (3.17), (3.18)より，長寿命化投資の効率化が定常状態
における社会資本関連費用 Ig + Mに及ぼす影響は不定である．式 (3.9-b)より，
Y = GgKk L¯1 k が成立することから，
dY = kGgKk 1L¯1 kdK + gGg 1Kk L¯1 kdG
=   1;
1   k   gG
d1 > 0 (3.19)
が成立する．最後に，長寿命化投資の効率化が，定常状態における家計消費に及
ぼす影響は，
dC =   1
















d1 > 0 (3.20)
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ル 1と呼ぶ)，いま一つはモデル 1に各期の長寿命化投資額 Mtが恒常的に 0であ
るという制約を付加したモデル (モデル 2と呼ぶ)である．モデル 2を用いて，長
寿命化投資を実施しない場合の社会資本投資戦略を求めることができる．モデル
1の最適経路上の家計消費をC1t (t = 0; 1;    )，モデル 2の最適経路上の家計消費
をC2t (t = 0; 1;    )と表す．この時，長寿命化投資の経済便益 SWを，モデル 1で
達成される社会厚生 SW1とモデル 2の社会厚生 SW2の差を用いて，













1    (3.21)
と定義する．この長寿命化投資の経済便益 SWは，ストック効果と平準化効果の
二種類の便益から構成されると考えられる．そこで，SWをストック効果の便益
ST と平準化効果の便益 LEV に分解することを試みる．モデル 1，モデル 2を用














1    L¯
(C1=L¯)1    1
1    (3.22-a)
BE2 =
1
1    L¯
(C2=L¯)1    1
1    (3.22-b)
と定義する．家計消費が変動することにより生じる社会厚生の損失は，モデル 1
とモデル 2のそれぞれに対して，
LO1 = BE1   SW1 (3.23-a)
LO2 = BE2   SW2 (3.23-b)
と定義できると考えられる．このとき，長寿命化投資による平準化効果 LEV は，
LEV = LO1   LO2 (3.24)
と定式化できる．また，ストック効果 ST は，
ST = BE1   BE2 = SW   LEV (3.25)
と定義できると考えられる．以上で提案した定義式を用いることにより，社会厚










財の価値を pt，ある社会厚生の水準を W¯0とするとき，0期において社会厚生 W¯0
を実現するのに必要となる最小の費用を，支出関数 e0(fptg1t=0; W¯0)として表す．社
会的割引率が通時的に一定値 rを取るとすれば，pt = 1=(1+ r)tが成立する．この
時，支出関数 e0は，支出最小化問題を用いて次のように定義できる．









1    = W¯0 (3.26-b)
t期における財の価値は，tt=0と表せる．よって，長寿命化投資を実施するこ

















































































































更新時点から耐用年数の 50年後に除却されると考え，s¯ = 11, g = 1:0と設定す
る．また，厚生の割引率は 1年当たり 3%，民間資本の減耗率は 1年当たり 10%と
考え， = exp( 5  0:03), k = 1  exp( 5  0:1)と設定する．経済に存在する労働力
および総人口 L¯は 1とする．その他のパラメータについては， = 1:0, k = 0:35,






ストックは定常状態 (K;G) = (0:412; 0:316)に収斂する．数値計算事例では，社
会資本の長寿命化政策による社会資本更新の平準化過程に焦点を絞るため，初期
時点 t = 0において，民間資本ストック，および社会資本ストックが定常状態に到













中の破線は社会資本新規・更新投資額 Igt を，実線は社会資本関連費用 (新規・更
新投資額および長寿命化投資額の総和)Igt + Mtの推移を表している．初期時点に
おいて劣化ビンテージに偏在があるため，時間の経過とともに社会資本の平均的
な劣化ビンテージが悪化し，社会資本関連費用が増加する．時点 t = 15において，
社会資本関連費用がピークを迎える．社会資本の更新投資が実施されれば，社会
資本の劣化ビンテージが改善されるため，更新費用は減少する．時点 t = 25より



































したものである．同図では，横軸に社会資本関連費用 Igt + Mtを，縦軸に民間資

































































 = 1  = 10
ケース W X Y Z
EV 0.0317 0.0450 0.0333 0.0440
ES 0.0373 0.0373 0.0373 0.0373
EL  0:0055 0.0077  0:0039 0.0067
おける劣化ビンテージ別社会資本ストックの分布に応じて，合計 4通りのケース
（W, X, Y, Z）を考える．ケースWとケース Xでは の値は 1，ケース Yとケー






















































































点において劣化ビンテージが sである社会資本が，劣化ビンテージ s+ 1の社会資
本に移行するまでに要する期間長を確率変数 xsを用いて表す．劣化ビンテージ s










































となる．sが減少すると xsの期待値と分散が増加する．また，式 (3.34-a)と (3.34-
b)より，s が減少すると，社会資本の余寿命の期待値と分散が増加する．余寿












h)の式に対して，各変数を xt = xt+1 = xのように置き換え，xに関する連立方
程式を解けばよい．
 = Aのときの定常状態における各変数の値が x(A)として求められたとす
る．このとき， = B , Aのときの定常状態における各変数の値を x(B)と
すると，x(B)の値は，x(A)を用いて以下のように表せる．まず，変数 Y , C,


















C = Y   Ik   Ig   Mが成立することから，
dC = dY   dIk   dIg   dM
=   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(2   k   g)GgKk L¯1 k
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きる [3], [4]．前者は rational expectations（合理的期待）モデルや forward looking







































































































時間を t = 0; 1; 2;    のように離散的に表現する．1期間は 1年に相当する．t = 0
は現在時刻を表す．ある時刻 tにおいて国内に存在する家計は，その年齢 sに応
じて，s = 0; 1; 2;    ; Jの J + 1種類の家計に分類される．年齢 s = 0は，家計が
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経済活動に参入する年齢を表す（個人が出生した年齢ではない）．年齢 s = Jは，
家計が生存できる限界の年齢であり，この年齢の家計はその年の期末に確実に死
亡する．また，年齢が s < Jの家計であっても，その年の期末に一定の確率で死




1 = 0  1  2      J > J+1 = 0 (4.1)









Ns;t (0  s  J) (4.2)
初期時刻 t = 0における年齢別の家計の人口 fNs;0gJs=0，および，t = 1以降におけ

























!s;t + (1   w;t)eswt + ss + beqt
= (1 + c;t)cs;t +
!s+1;t+1
1 + rt
(0  s < R) (4.5)
この予算制約式は，時刻 tにおいて年齢 sの家計の一期間の予算制約式を表す．












における金利を表す．!s+1;t+1=(1 + rt)は，時刻 tの期末において年齢 sの家計が




年齢が R  s  Jの高齢者の家計の所得は，政府から給付される社会保障費と
遺産相続の二つから構成される．家計は，これらの所得と蓄積した資産から消費
活動への支出を行う．この関係を，以下の予算制約式により表す．
!s;t + ss + sse + beqt
= (1 + c;t)cs;t +
!s+1;t+1
1 + rt








!0;t = 0 (4.7-a)






U j;t = E
266666664 JX
s= j
s  ju(cs;t+s  j; gpt+s  j)
377777775 (4.8)
ここで，は家計の効用の割引因子を表す定数であり， > 0を満たす．関数 uは














8>><>>: ln(c    ) +  ln gp; ( = 1)(c  )1 gp(1 ) 1






















! j;t + PI j;t =
JX
s= j
t;t+s  j(1 + c;t+s  j)cs;t+s  j (4.12)
ここで，t;は，時刻 tの消費財の価値を基準にしたときの時刻  (  t)の消費
財の価値を表す変数であり，
t; =



























! j;t + PI j;t  PJi= j t;t+i  j(1 + c;t+i  j) PJ
i= j t;t+i  j(1 + c;t+i  j)Xt;i; j





















時刻 tにおける遺産の総額 Beqt は，時刻 t   1の期末から時刻 tの期首にかけ
て死亡する家計が保有していた資産の総額に等しい．時刻 t   1において年齢が
s   1 (1  s  J   1)であった家計のうち，時刻 t   1の期末から時刻 tの期首にか
























おける相続税率を b;t で表す．このとき，時刻 tにおいて家計が相続する遺産の




























ロッド中立型の技術進歩を表現することができる．k は 0 < k < 1を満たす定
数である．gは社会資本の生産力効果の大きさを決める定数であり，Ggt は社会
資本の生産力効果を表す．
時刻 tにおける企業の利潤 t は，財を売ることによる収入 Yt から，労働力の
対価として支払う賃金 wtLtを差し引いた金額となる．




Devt = t   k;t(t   kKt)   Ikt (4.22)
ここで，k;t は時刻 tにおける法人税率を表す．k は民間資本の減耗率を表す定
数であり，kKtは民間資本ストックの減耗を表す．法人税は企業の利潤に対して
課されるが，企業が所有する民間資本の減耗は利潤から控除される．よって，企













;t[(1   k;t)fGgt Kkt (AtLt)1 k
 wtLtg + k;tkKt   Ikt ] (4.23)






















Kt+1 = Ikt + (1   k)Kt (4.25-b)











1 + rt =
1
1 + rp























t + TAXt = I
g



































t + mtGt + gc  TNt











t+1 = 0 (4.30)
政府は式 (4.29), (4.30)の予算制約を満たすように，税率と社会資本投資額 Igt，単
位社会資本ストック当たりの維持管理費用 mt の流列の決定を行う．政府には目








劣化状態に応じて s¯種類に分類し，s = 1; 2;    ; s¯とラベルを付ける．このラベル

















tにおいてビンテージ s (1  s < s¯)の社会資本が，時刻 t + 1においてビンテージ





s; j(mt) = 1 (4.32)












j;s(mt)g j;t (1 < s < s¯) (4.33)
ビンテージが s¯の社会資本は除却されるので，その資本ストックは定義されない．




























Ns;t!s;t = t   
gt (4.36)
初期時刻において家計が保有する資産 f!s;0gJs=1は外生的に与えられるが，その際
には式 (4.36)が t = 0において成立するように与えなければいけない．本研究で
は，f!s;0gJs=1を以下のように与える．











Ns;tcs;t + Ikt + I
g

















時刻 t において年齢 jの家計が，期待生涯効用 U¯ j;t を得るために必要とする
生涯の支出総額の割引現在価値のうち，最小の値を支出関数 E j;t(U¯ j;t; ft;t+s  j(1 +
c;t+s  j)gJs= j; fgpt+s  jgJs= j)で表す．支出関数 E j;t は，以下の支出最小化問題を解く
ことにより得られる．
E j;t(U¯ j;t; ft;t+s  j(1 + c;t+s  j)gJs= j; fgpt+s  jgJs= j)
= min
fcs;t+s  jgJs= j
t;t+s  j(1 + c;t+s  j)cs;t+s  j (4.40-a)
s:t:
U j;t = U¯ j;t (4.40-b)
この支出関数を用いると，政策変数の流列をAからBに変更することにより，時




CV j;t = E j;t(UBj;t; fBt;t+s  j(1 + Bc;t+s  j)gJs= j; fgpBt+s  jgJs= j)





















妥当と考えられるパラメータ設定の下でシミュレーションを行う．初期時刻 t = 0
は 2010年を表すとする．数値シミュレーションの都合上，定常状態に収束する






家計が経済活動に参入する年齢 s = 0は，20歳を表すとする．家計が退職する
年齢は 65歳とし，R = 45と設定する．家計が確実に死亡する年齢は 110歳とし，
J = 90と設定する．
年齢 0の家計が年齢 sまで生存できる確率 fsg120s=0 は，厚生労働省の第 21回
生命表（2010年）[16]を用いて，性別の生存数を合成することにより設定した
（図–4.1）．
初期時刻 t = 0における年齢別の家計の人口 fNs;0gJs=0，および，時刻 t = 1から
t = 20までの年齢 0の家計の人口 fN0;tgJs=0は，総務省の 2010年の人口推計 [17]









表 4.1: 既存研究による生産関数 Yt = Ggt Kkt (AtLt)l の推計結果
研究 推計期間 g k l
浅子,坂本 [22] 1977-84 0.177 0.165 0.715
岩本ら [23] 1966-84 0.18 0.25 0.43
大河原 [24] 1980-93 0.111 0.343 0.657
遠藤 [25] 1975-98 0.097 0.381 0.616
1975 0.112 0.423 0.577
塚井ら [26] 1985 0.120 0.447 0.553




の値は多くの研究で使われる値である [20]．生活に必要な最低限度の消費額  は
120万円とし， = 0:012（兆円/万人）と設定した．社会資本の厚生効果の大き





生産関数のパラメータ kは，1   kがGDPに占める労働分配率になることか
ら計算する．2011年度国民経済計算確報 [21]掲載のデータを用いて，2001年か
ら 2011年の労働分配率を計算し，k = 0:34と設定した．社会資本の生産力効
果の大きさを決めるパラメータ gについては，都道府県別のクロスセクション






時刻 tにおいてビンテージ s (1  s < s¯)の社会資本が，時刻 t + 1においてビン





( j   s)! exp[ (mt)] (s  j < s¯) (4.43-a)

g














のワイブル分布に近くなるように s¯ = 14と設定した．形状係数 4のワイブル分布
型の残存関数は，日本の社会資本 2012[27]において，粗社会資本ストックの推計












当たりの維持管理費用 mtはそれぞれ 0:013, 0:0143と設定した．
初期時刻 t = 0における民間資本ストック K0は，2011年度国民経済計算確報
掲載の 2009年期末の民間の固定資本資産額を用い，K0 = 925と設定した．また，
初期時点 t = 0におけるビンテージ別社会資本ストック fgs;0g13s=1は，日本の社会資
本 2012掲載の 1953年度以降の実質新設改良費を積み上げることにより計算し，
図–4.5のように設定した．
技術水準 At の流列については，「技術進歩がある場合」と「無い場合」の 2つ
のケースを考える．どちらのケースにおいても，初期時刻 t = 0における技術水
準 A0は等しく A0 = 0:0122と設定した．技術進歩が無い場合には，Atは通時的に
A0と同じ値を取り続けるとする．一方，技術進歩がある場合には，0  t  119
の間は，At+1 = 1:0109Atに従い技術水準が向上し，t  120においては，Atは通
時的に A120と同じ値を取り続けるとする．A0の値と技術進歩率 1.09%は，2011





























さを表す rpは 0:045に設定した．このようにパラメータを設定した場合，K0 = 925
という設定の下で，Ik0の値を現実に近い値にすることができ，かつ，金利 rtを概














策の下での動学的経路が必要となる．ここでは，GDP Yt と，社会資本投資額 Igt






図 4.7: 消費税率 c;tの推移
路における消費税率 c;tを図–4.7の「出生中位・技術進歩有」のグラフに示す．消








資本投資額 Igt の推移は GDPの推移と連動しており，t = 21までは労働力の減少
を技術進歩により補うことにより GDP成長が可能であるが，それ以降は労働力
の減少速度が大きくなるため，GDPは減少に転じる．社会資本ストックは t = 24
をピークに減少に転じるが，これは社会資本投資額が減ることよりもむしろ，社
会資本ストックの除却額が大きくなってくることによる．社会資本ストックの除
却額は t = 0において 6.7兆円であるが，t = 21においては 19.0兆円まで増加す
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く，時刻 t = 1以降においては，Igt が基準経路と等しい政策を考える．これによ






t を常に 0で推移させる．公債を発行して資金を調達する場合は，t = 0におい
て 1兆円の財政赤字を発生させ，その後，定められた償還期限内に公債を償還す
る．この際，償還期限を T とするとき，

















は全て便益を受ける．これは，川出ら [9]の示した結果と同じものである．t = 0
と t = 1の世代の間で，投資事業から受ける便益が不連続に変化しているが，こ
れは，t = 0の世代が社会資本整備費用を負担するのに対して，t = 1以降の世代
は負担しないことによる．また，享受する便益は将来世代の方が大きく，t = 20
付近の世代が最大の便益を受ける．公債を発行する場合には，社会資本整備の費












に増やした際に，目に見える厚生の改善が見られるのは t =  10から  40の世代
であり，それ以前の世代の厚生はほとんど変化しない．これは，公債の発行のみ
を通じて所得移転を行える世代間の距離に限界があることを示している．
公債を発行する場合には，特に t = 0付近の世代に費用が集中しがちであるこ
とに注意する必要がある．これは，この付近の世代が公債の償還費用を最も多く
負担することになるためである．この事例では，公債を発行する場合であっても，













gt = 0:02t (0  t  50)
が成立するように基金を積み立てている．なお，どちらの事例においても，政策
変更の純便益は正となる．増税のみによる場合は 0.148兆円，基金の積み立てを
行う場合は 0.162兆円となる．図–4.11より，基金を積み立てることにより，t = 0

































基準経路と同じであると仮定する．長寿命化事業を行う場合，時刻 t = 0の維持



















から t = 10までは起債によって賄い，t = 40に公債を完済する場合の世代別の補
償変分を図–4.13に示す．長寿命化事業の純便益は，公債を発行しない場合は 144
兆円，発行する場合は 143兆円となる．図–4.13からは読み取りにくいが，各世
































































































供給曲線 S の左方へのシフトは抑えられ，変化後の供給曲線は S 0となる．その





































と表す．Gt, gptはそれぞれ，投資事業を実施した場合の時刻 tにおけるGt, gpt
の増分を表す．例えば，時刻 0において Igt を 1増やした場合には，G1が 1増加
するため，G1 = 1となる．また，uc, ugpはそれぞれ，効用関数 uの c, gpに関
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的確率的一般均衡モデル (Dynamic Stochastic General Equilibrium Model, DSGE
Model)の研究系譜が形成されている（例えば，Brock and Mirman[11], Kydland











ルで計算される値よりもはるかに大きいという問題 (”Equity Premium Puzzle”)を
説明するために ”Rare Disaster”の概念を導入した．その後，投資家が”Disaster”
後の復興を予測する場合にモデルが拡張されるなど，”Disaster”の影響に関する
理論的，実証的関心は高まっている（例えば Gourio[17], Wachter[18], Lettau and
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5.2 本章の基本的な考え方









































































































0  K(K;G)  1 (5.3)
0  G(K;G)  1 (5.4)
@k
@G
(K;G)  0 (5.5)















Pr(zt = 1) = p (5.6-a)
Pr(zt = 0) = 1   p (5.6-b)
と表すことができる．ここで，Pr(zt = x)は，ztが値 xを取る確率を表す．
t期に災害が生じたかどうかが判明した後の（すなわち，zt の値が判明した後
の）生産資本と防災資本のストックを，それぞれ KADt ，GADt とする．確率変数 zt
を用いると，KADt とGADt はそれぞれ，式 (5.7)，(5.8)のように表すことができる．
KADt = Kt   KtK(Kt;Gt)zt (5.7)








(K; L) > 0;
@F
@L
(K; L) > 0 (5.9-a)
@2F
@K2
(K; L) < 0;
@2F
@L2

























Yt = F(KADt ; 1) (5.10)
と表される．生産物は価値尺度財であるから，Ytは国内総生産（GDP）に一致す
る．労働力の供給は常に 1であるから，f (K) = F(K; 1)と定義すると，式 (5.10)は，
Yt = f (KADt ) (5.11)
と簡略化して表すことができる．
t期に生産された生産物 Ytは，t期の消費Ct，生産投資 IKt ，防災投資 IGt に使用
される．この関係を式 (5.12)に表す．





Kt+1 = (1   K)KADt + IKt (5.13)
Gt+1 = (1   G)GADt + IGt (5.14)
ここで，K , Gはそれぞれ，生産資本の減耗率と防災資本の減耗率を表す定数で
ある．消費Ct，生産投資 IKt ，防災投資 IGt には非負制約（式 (5.15)–(5.17)）が存
在する．
Ct  0 (5.15)
IKt  0 (5.16)















因子を表す定数（0 <  < 1）である．また，Etは，t期に得られる情報を用いて
期待値を計算することを意味する記号である．一期間の厚生を表す関数 uは，以
下の式 (5.19-a)，(5.19-b)の性質を満たすとする．
u0(C) > 0; u00(C) < 0 (5.19-a)
lim
t!+0 u


















f (Kt   KtKt zt) + (1   K)(Kt   KtKt zt)
+(1   G)(Gt  GtGt zt) = Ct + Kt+1 +Gt+1 (5.20-b)
Kt+1   (1   K)(Kt   KtKt zt)  0 (5.20-c)
Gt+1   (1   G)(Gt  GtGt zt)  0 (5.20-d)
Pr(zt+1 = 1) = p (5.20-e)
Pr(zt+1 = 0) = 1   p (5.20-f)





























 tfu(C) + [ f (K   KK z) + (1   K)(K   KK z)
+(1   G)(G  GG z)  C   K+1  G+1
#
K [K+1   (1   K)(K   KK z)]






























































































Kt fKt+1   (1   K)(Kt   KtKt zt)g = 0 (5.23-d)
Kt  0 (5.23-e)
Gt fGt+1   (1   G)(Gt  GtGt zt)g = 0 (5.23-f)
















u(Ct) + Et[V(Kt+1;Gt+1; zt+1)] (5.24)
s:t: (5.20.b)–(5.20.f), (5.21.b)
と表すことができる．ここで，V(K;G; z)は価値関数であり，Kt = K，Gt = G，
zt = zのときの，問題 (5.21-a)の最適解における目的関数の値を表す．式 (5.22)
と同様に，制約式 (5.20-b)–(5.20-d)に対応するラグランジュ乗数をそれぞれ，t，
Kt ，Gt とするとき，式 (5.23-b)と (5.23-c)に対応する必要条件はそれぞれ，
















明らかである．なお，最適解における目的関数 (5.24)の値が V(Kt;Gt; zt)である
こと，および，包絡線定理を用いると，式 (5.25-a)と (5.25-b)から式 (5.23-b)と
(5.23-c)を導くことができる．


























1  ; ( , 1)







F(K; L) = AKL1  (5.27)
を採用した．ここで，A > 0および はパラメータである．
被害率を表す関数K，Gには，式 (5.28)のように，同一の関数形を採用した．
K(K;G) = G(K;G) = d exp( G=K) (5.28)
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図–5.6は，pを 0.005に，を 18.0に固定し，dが 0.25, 0.5, 0.75のときの，ター
ンパイク上の防災機能水準のグラフを描いた結果である．また，図–5.7は，dを

















に固定し，(p; d) = (1:0; 0:0025)のときと，(p; d) = (0:003125; 0:8)のときのターン
パイク上の防災機能水準のグラフを描いた結果を図–5.8に示す．(p; d)がどちら
の場合であっても，生産資本ストック K と防災資本ストックGの値が等しけれ




































































を修正する必要がある．図–5.11と図–5.12は p = 0:005， = 18:0のとき，d = 0:5






















































































べる．この手法は Heer and Maussner[26]および Christiano and Fisher[27]を参考
にしている．
この数値解析手法は，5.3. で導出した必要条件（式 (5.20-b)–(5.20-d), (5.23-a)–






式 (5.23-b)と (5.23-c)の Et[   ]という部分に着目する．最適な投資計画の下
では，これらの部分は t期の状態変数である Kt, Gt, zt の関数として表せる．そ
こで，式 (5.23-b)の Et[   ]を関数CE1(Kt;Gt; zt)で表し，式 (5.23-c)の Et[   ]に
Gt+1 + Gを掛けた (Gt+1 + G)Et[   ]をCE2(Kt;Gt; zt)で表す．ここで，Gは適当
な正の定数である．
式 (5.23-b)と (5.23-c)より，
t   Kt = CE1(Kt;Gt; zt) (5.30)
(Gt+1 + G)(t   Gt ) = CE2(Kt;Gt; zt) (5.31)
が成立する．Kt,Gt, ztと関数CE1, CE2が与えられれば，Ct, Kt+1,Gt+1, t, Kt , Gt
を全て計算することができる．具体的には，Kt = 0, Gt = 0のとき，IKt = 0, Gt = 0
のとき，Kt = 0, IGt = 0のとき，IKt = 0, IGt = 0のときの 4通りの場合分けを行え
ばよい．この中の 1通りの場合分けの下で，式 (5.20-b)–(5.20-d), (5.23-a)–(5.23-g)
を全て満たすCt, Kt+1, Gt+1, t, Kt , Gt を求められる．上記の計算過程を関数とし
て考えれば，Ct, Kt+1,Gt+1, t, Kt , Gt は，関数CE1, CE2と，変数 Kt,Gt, ztの関数
として表せる．さらに，これらの関数を使えば，t+1, Kt+1, Gt+1は，関数CE1, CE2
と，変数Kt,Gt, zt, zt+1の関数として表すことができる．これらの関数を式 (5.23-b)
の Et[   ]に代入したものをM1(CE1;CE2;Kt;Gt; zt)とし，式 (5.23-c)の Et[   ]に
Gt+1+Gを掛けた (Gt+1+G)Et[   ]に代入したものをM2(CE1;CE2;Kt;Gt; zt)とす
る．CE1,CE2はもともと，式 (5.23-b)のEt[   ]と式 (5.23-c)のEt[   ]にGt+1+G
を掛けたものを Kt,Gt, ztの関数として表したものである．よって，次の関数方程
式が成立しなければいけない．
CE1(Kt;Gt; zt) = M1(CE1;CE2;Kt;Gt; zt) (5.32)
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第6章 結論
本研究は，社会資本の長い耐用年数に着目し，人口の減少・高齢化や社会資本
の老朽化が進行する社会における社会資本投資政策に関して，動学的な経済モデ
ルを用い，主として世代間公平性という評価視点から分析を行った．その結果，
いくつかの知見を得ることができた．それらを以下に取りまとめる．
2章では，人口の減少や高齢化が進行する社会において，現状の人口構成（人
口や高齢化率）が将来も不変に保たれ続けるという仮定の下に実施される，社会
資本投資事業の経済評価がもたらす影響を分析した．分析の結果，将来の人口減
少を考慮しない計画には，社会的に最適な水準よりも過大な社会資本投資が行わ
れるという計画バイアスが存在することが判明した．また，世代間公平性に配慮
した社会的割引率の調整には，将来の人口構成の想定が，社会資本投資計画や将
来世代の厚生に及ぼす影響を小さくするという効果が存在することが判明した．
人口の減少や高齢化が進行するという想定の下では，生産活動の縮小に伴い，社
会資本が将来に生み出す便益の大きさも低下すると予想される．しかし，この際
には同時に，規模の経済を生かせなくなることによる将来の生産性の低下や，高
齢者を支えるための将来の勤労世代の負担を考慮して，社会的割引率の引き下げ
が行われる．その結果，社会的に最適な社会資本投資の水準の低下が抑えられる．
3章では，社会資本の老朽化が進行する社会における，世代間公平性に配慮し
た社会資本投資政策の性質について分析した．特に，社会資本の予防保全的維持
管理を主体とする，社会資本の長寿命化投資の経済的効果について，効率性・世
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代間公平性の両面から分析を行った．分析の結果，一国の経済を対象とするマク
ロな視点から社会資本の長寿命化投資の効果を見るとき，長寿命化投資は二種類
の効果を通じて社会厚生の増進に寄与することを示した．第一に，長寿命化投資
は社会資本のライフサイクルコストを縮減し，経済全体の投資額を増加させるこ
とを通じて，家計の長期的な消費額の増加をもたらす（ストック効果）．第二に，
長寿命化投資は更新費用の変動の平準化をもたらすことを通じて，更新費用の負
担に関する世代間公平性の改善に寄与する（平準化効果）．また，民間投資や社
会資本投資を通じた更新費用の世代間移転も，社会資本関連費用の負担の世代間
の平準化を図る上で有用であることが示された．将来の社会資本の更新費用を平
準化するように社会資本投資タイミングの制御を行ったり，社会資本の更新費用
が低い時期に民間資本を蓄積し，社会資本の更新費用が高い時期に民間資本を取
り崩したりすることで，世代間公平性の観点からより望ましい動学的資源配分を
実現することができる．
4章では，政府の予算制約を明示的に考慮した，現実の日本経済の動きをシミュ
レート可能なモデルを用い，社会資本の投資政策と長寿命化政策，および，その
資金の調達方法が，世代別の厚生に与える影響を分析した．分析の結果，限られ
たパラメータ設定の下ではあるが，いくつかの知見を得られた．社会資本投資事
業は，現在世代よりも将来世代に多くの便益をもたらす．その一方で，現在世代
のうち高齢の世代は，事業の実施により損失を被る．起債による資金調達により，
事業費用の一部を将来世代に転嫁することが可能である．ただし，起債による資
金調達は，現在世代の若年の世代に事業費用の負担を集中させる傾向がある．基
金の積み立てによる資金調達は，将来世代の厚生を改善する上で有用である．長
寿命化事業についても，現在世代よりも将来世代に多くの便益をもたらすという
特徴があり，この便益を世代間で公平に分配するという観点からは，起債により
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現在世代の費用の一部を将来世代に移転することが正当化されうる．また，公債
の発行後も，ほぼ全ての世代が便益を享受することは変わらないため，一時的な
資金調達手法として公債を用いても問題は少ないと考えられる．
また，4章では，将来の人口動態や技術水準の推移に応じた，社会的割引率の効
率的な調整についても分析を行った．将来の人口や技術水準が低く推移する際に
は，現在世代の家計が将来に備えた貯蓄行動を行う結果，金利が低下する．資源
の効率的な活用の観点からは，この低下した金利を社会的割引率として費用便益
分析を行う必要がある．このような金利に基づく社会的割引率の調整は，効率性
の観点から行われるものであるが，その副次的な効果には，2章で分析した，世
代間公平性の観点から行われる社会的割引率の調整と同様の効果がある．すなわ
ち，将来の人口構成や技術革新に関する想定が，社会資本投資計画や将来世代の
厚生に及ぼす影響を小さくするという効果が存在する．
5章では，災害の不確実性と影響の長期性，および，国民のリスク回避に関する
選好を考慮した，社会的に最適な防災資本と生産資本の蓄積過程について分析し
た．その結果，一定の条件下においては，災害の期待被害額が一定であっても，災
害が少頻度大規模であるほど防災資本の水準を高くすべき，経済成長とともに防
災基準は上げるべき，被災後の復興計画においては将来の災害被害を想定し復興
計画と防災計画を同時に進めるべきなどの知見が得られた．また，社会的に最適
な経済の動学経路上には，防災資本と生産資本の限界価値が釣り合うターンパイ
クと呼ばれる経路が存在すること，そして，最適な復興過程は，最短経路でター
ンパイクに復帰するための「ストック調整過程」と，ターンパイクを辿って災害
前の状態に復帰する「バランス復興過程」の段階を踏むことを明らかにした．
世代間公平性は，従来の社会資本投資事業の経済評価においては無視されがち
な視点であった．本研究は，理論的な分析を通じて，世代間公平性に配慮した社
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会資本投資政策の特性に関する一般的な性質を示した点において意義があると言
える．また，分析により得られた知見は，効率性の観点からも有用なものである
と考えられる．4章で見たように，社会的割引率の調整は効率性の観点からも望
ましいものとなる．したがって，4章以外で行われた規範的な分析により得られ
た知見は，効率的な社会資本投資政策についても適用可能である可能性が高いと
考えられる．今後は，より実証的な視点から，社会資本投資政策の経済効果につ
いて，効率性と世代間公平性の両面について分析を進める必要がある．その際に
は，世代別の個人の厚生，あるいは，個人が置かれる境遇の実用的な評価手法を
開発することが重要である．
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